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１．はじめに 

 大阪府は，バブル崩壊から 10年以上経った現在も不

況が続いている．これに対し，都市再生という目標の

下，物流対策や国際競争力の向上を目指した交通整備

の検討が行われている．例えば関西国際空港の二期事

業，それに合わせた交通ネットワーク整備，また大阪

湾港の国際水準化を推進する事業，また東大阪などの

工業地域での物流ターミナルの整備などである．しか

し，これらの事業の効果が本当にあるのか疑問との声

がある．それは，こうした事業は，府外との貿易ある

いは交易を活性化させることになるが，それが逆に府

外への付加価値の流出につながり，結果的に府内の

人々の効用を上昇させるのかわからないことにあると

思われる． 

これまで，社会基盤整備の評価にあたり効果の二重

計測を防いだ上で，産業間の波及的影響まで捉えるた

めに，応用一般均衡モデル(CGE)を用いた分析が行われ

てきた．しかし，CGE 分析は，基本的には対象エリア

で閉じたモデルとなっており，対象地域外とのやりと

りが考慮されていないとの問題があった．そのため，

そのまま CGE モデルを適用した場合には，上で述べた

貿易あるいは交易を通じて事業のもたらす効果や影響

が正確には捉えられない可能性がある．そこで，本研

究では，開放型応用一般均衡モデルを構築することに

より，府内と府外のやりとりを明示的に扱い，大阪府

にとってどのような整備が本当に効果を及ぼすのかを

明らかとすることを目的とする． 

 

２．大阪府経済の現状 

 図-1 に，大阪府の経済のやりとりを模式図的に示す． 

大阪府が大都市であることから，必然的に府内に占め

る生産額の割合はサービス産業が多い．しかし着目す

べきは移輸出額の多い製造業である．物流対策や国際

競争力の向上を図った施策を行うことで大きな効果を

与えられると考えられる．また，製造業と言えば，大

阪の基盤を支える中小零細企業が有名であり，そうし

た企業に対しても効果が及ぼせると考えられる． 
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図-1 大阪府経済の府外取引の現状 

 一方，大阪だけではないが，少子高齢化と人口減少

といった社会問題も無視できない状況にある．人口の

減少は消費者の減少だけでなく労働力の減少にも影響

してくる．特に大阪からは，人口の流出が激しく，よ

って本分析から人口流出を止められるような施策を見

出すことも重要といえる． 

 

３．開放型応用一般均衡モデルの構造 

 本研究で提案した CGE モデルは，大阪府を対象とし，

家計，産業(13 部門)，および大阪府行政体，そして府

外の全てを統合した府外経済体が存在する．本モデル

は，基本的には従来モデルと同様であるが，府外との

やりとりを明示的に導入した点に特徴がある．モデル

の全体構造を図-2に示す２）． 
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図-2 モデルの全体構造
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まず，産業は従来モデルと同様二段階の費用最小化行

動をとる．その結果，以下の価格方程式が導かれる． 
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ただし， 0
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 なお，産業の生産した財は，府内財と移輸出財に分

けられる．それをここでは，アーミントンの仮定を設

け，CET 型変形関数に基づき分けられるものとする．
このとき，これらに関連するゼロ利潤条件から，府内

生産財価格 z
jp と，移輸出財価格 e

jp および府内財価格
d
jp の関係が以下のように導かれる． 
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d
j pppp ,,, ψψ ：府内財と移輸出財の変

形に際し得られる関数式． 
各主体の消費する財は，府内財と移輸入財の合成財

と考えられる．それをここでもアーミントンの仮定を

設け，CES型生産関数に基づき合成されるとする．こ
のときも，これらに関連するゼロ利潤条件から，府内

消費財価格 q
jp と，移輸入財価格 m

jp および府内財価格

の関係が以下のように導かれる．なお，この q
jp が財消

費，中間投入において，各主体が直面する価格となる． 
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以上の(1)(2)(3)式から生産財価格 z

jp と府内財価格
d
jp および府内消費財価格 q

jp が求められる． 

 

４．都市間交易活性化策の影響評価 

 ここでは，第三章で構築した CGEモデルを用いて，
第一章で述べた交易活性化策を評価する．これらの施

策はいずれも府外との財のやりとりを活性化するもの

である．そこで，モデルにおいては，移輸出入の価格

が低下するものとして考慮した．具体的には e
jp および

m
jp を全産業について 1%削減されるものと仮定した．
この下で物流対策を行った結果について，効用水準，

府内生産額，家計消費量の変化を示す． 
 表－1 を見ると施策により移輸出が減少し，移輸入
が増加していることがわかる．すなわち，大阪府経済

が移輸入傾向になったといえる．移輸入型経済は，所

得の流出を招く．なぜなら，移輸入に対する支払い対

価は，府外経済主体が受け取るからである． 

表－1 施策による移輸出入，GRP，家計効用変化 
 移輸出額 移輸入額 GRP 効用 

施策無 26,883,558 20,134,476 62,974,568 693,711

施策有 25,621,901 20,748,092 62,861,905 692,131

変化率 -0.04693 0.03048  -0.00179 -0.00228 

表‐2 施策による最終需要額の変化 

 家計所得 合成財消費 余暇 

政策前 49,636,035 3,921,676 14,018

政策後 49,555,509 3,923,263 13,998

変化率 -0.00162 0.00040  -0.00142 
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図－3生産・消費・府内財価格の変化 
の流出に伴い，GRPが減少し，家計効用も低下したも

のと考えられる． 

 一方，表-2を見ると，家計所得，余暇需要は減少し
ているが，合成財消費は増加している．これは，施策

に伴い移輸出入価格が低下し，個別財価格が減少した

ことが要因と考えられる．図-3を見ると，府内の各主
体が直面する価格である q

jp が全産業で低下している． 

すなわち，施策は GRPを減少させ，家計効用も低下さ
せているものの，財消費と言う面を考えると，家計の

満足度を確実に上昇させていると考えられる． 
 
５．終わりに 

 本研究では，社会基盤整備の域外との取引の中でも

たらす効果を計測するために，開放型の応用一般均衡

モデルを構築した．その結果，大阪府においては，交

易活性化施策が移輸入の増加を招き，所得が流出する

ことで，GRPを減少させてしまうことがわかった．し
かし，合成財消費は増大しており，家計消費という面 
を見ると効果があることがわかる． 
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